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流域CNプラットフォームにご興味をお持ちの方は、 
お問合せ

までご連絡ください。

「水循環」、「カーボンニュートラル」をキーワードとして、下記
のような分野・視点を対象として設定
これらの対象について、まずはCO2排出量削減・吸収量増加
のポテンシャルを把握

流域カーボンニュートラルに
取り組む意義

既存の
枠組み
からの脱却

分野横断・
官民連携
による実施

流域カーボンニュートラルの
４つの視点

CO2を多く排出する化石燃料に
よる発電・利用を抑えるため、
再生可能エネルギー
の導入を推進

（水力・熱エネルギー・
バイオマス等の活用）

豊かな森林におけるCO2吸収量
の維持・拡大を推進

（循環型林業・森林クレ
ジット制度等の展開）

水処理事業を中心に
エネルギーの省力化
を推進
※愛知県が直接行う事業で排出

する温室効果ガスのうち約56%
（2020年度）を占めている。

新技術・新システムの
導入を積極的に検討

アイデアを広く募集する
ため、愛知県が持つ民間事業者
から提案を受け付けるプラット
フォームと連携

参考：愛知県「矢作川・豊川ＣＮプロジェクト概要版（PRパンフレット）」より作成

「水循環」をテーマにした
対象範囲

プロジェクト立ち上げの
プロセス

※各ステップは検討状況に応じて並行実施も可能
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「水循環」を
テーマに
より大きな
CO2削減へ

●●

●●

既存の枠組みにとらわ
れず柔軟に検討

法令・制度等が制約に
なっている場合はその
見直しも含め検討

●

●

流域の関係者が一丸と
なって推進

民間企業の創意工夫を
取り入 れ、官民連携で
実施

●

●現在実施されている事業
だけでなく、新技術も含め
新たな取組も検討

実現可能なものから順次
事業化

●

●

愛知県
事例
参考

愛知県
事例

Step 1 Step 2 Step 3 Step 4

           分　野

（1）河川

（2）ダム

（3）森林

（4）農業施設

（5）-1 上水道施設

（5）-2 工業用水道施設

（6）下水道施設

対象施設等 （CO2排出量・吸収量の算出対象）

流域における河川施設（排水機場、水門等）、河道内樹木

流域内のダム（一定規模以上・揚水発電ダム以外など対象を
選定）、電力会社管理水力発電施設

地域の公有林・私有林（地域の森林計画対象公有林・私有林など）

主に農業用水に係る施設

都道府県、流域市町村が管理する上水道施設

流域内の工業用水道施設

流域内の下水道施設（処理場、ポンプ場等）

1 2 3

流域上下水道
一本化

浄水場整備事業

約1年※ 約0.5年※ 準備期間
  0.5～1年※

個別の取組
による

CO2を吸収する森林、再生可能エネルギーを創出する水力
発電施設といった流域に存在するポテンシャルを最大限活用
し、流域一体によるカーボンニュートラル実現を目指すもの
これまで個別の取組として実施していたものを、分野横断＆
官民連携で一体的に実施

再生可能
エネルギー
の創出

CO2

吸収量の
維持・拡大

エネルギー
の省力化

新技術・
新システム
の導入

概略調査の
実施・全体像
の策定

まずは流域について
現状と課題を調査・
整理
カーボンニュートラル
に資する取組及び
そのポテンシャルを
整理した「全体像」を
作成

新技術の
公募

（官民連携検討）
民間事業者から流域
で実施可能な新技術
を募集
概略調査と並行して
進めることで全体像
に盛り込むことも

プロジェクト
推進体制
構築

全体像で整理した
取組を進めていくた
めに会議体を構築
関連する都道府県・
市町村と有識者等
で構成

個別
プロジェクト
推進

各取組を実施

※以下例

プラットフォーム設立趣旨
我 が国において流 域カーボンニュートラルに携 わる有 識 者・
関 連 団 体・民 間 企 業 及 び関 連 省 庁・自 治 体 等が一 堂に会し、
知見と経験を共有して国内外における流域カーボンニュートラルを
推進することを目的として、2025年8月に本プラットフォームを
設立した。
10月には愛知県の矢作川・豊川カーボンニュートラルプロジェクト
の取組みをテーマとしたセミナーを開催している。

会長:池内 幸司 
（土木学会会長）

幹事長:植村 公一
 （愛知県政策顧問）
幹事:竹村 公太郎

 （日本水フォーラム代表理事）
幹事:山内 弘隆

（PPP推進支援機構代表理事）
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